
農福連携と地域共⽣社会の実現

平成31年４月25日
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地域住⺠と交流ができるようになった

コミュニケーション向上

⾃分に⾃信を持てるようになった

１．農福連携と地域共⽣社会の実現

● 近年、障害者の働く意欲はますます⾼まっている状況。
● 農福連携は、障害者が持てる⼒を発揮し、⽣活の質の向上につながる取組。
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【出典】「農と福祉の連携についての調査研究報告」（平成26年3月特定非営利活動法人日本セルプセンター）
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【出典】「障害者雇用状況」（厚生労働省）
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【出典】社会福祉施設等調査（厚生労働省）

福祉から⼀般就労への移⾏者数

10年間で約５倍

⺠間企業における障害者の雇⽤者数

32.6万⼈ 53.5万⼈
20年６⽉ 30年６⽉10年で20万⼈増

（⾝体26.6万、知的5.4万、精神6千） （⾝体34.6万、知的12.1万、精神6.7万）

障害者の働く意欲の⾼まり

障害者にとっての農業活動の効果

（ｎ＝279）

⾝体⾯や精神⾯でプラス

農福連携の⾼い効果

地域とのつながりに貢献

これらが相まって、農福連携の取組が徐々に浸透。
障害者の社会参加につながるものであり、地域共⽣社会の実現に向け重要。

＊厚労省ﾓﾃﾞﾙ事業(｢農福連携による就農促進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ｣)の
実施⾃治体も拡⼤(H28 28府県 → H30 42道府県）
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（参考）社会保障制度の新たな展開を図る政策対話

○ 平成31年３⽉28⽇（⽊）17︓30〜18︓30
○ 厚⽣労働省10階⼤⾂室
○ 出席者（五⼗⾳順・敬称略）

飯⽥ ⼤輔 （社会福祉法⼈福祉楽団 理事⻑）
榊原 典俊 （社会福祉法⼈⻘葉仁会 理事⻑）
中村 淳 （ﾊﾟｰｿﾙｻﾝｸｽ株式会社 代表取締役）

○ テーマ︓農福連携

⼤⾂が各業界関係者と直に意⾒交換する「社会保障制度の新たな展開を図る政策対話」開催。
第１回テーマが「農福連携」（３⽉28⽇開催）。

2040年の⾼齢化社会を⾒据えた社会保障改⾰を進めるに当たっては、これまでの厚⽣労働⾏政
の枠組みにとらわれず、様々な分野の展開の視点を取り込むことが重要。

＜出席者からは多様な視点からの提案あり＞

※３⽉下旬から４⽉下旬にかけて４テーマで開催

出席者からは、それぞれ
・ 林業の取組や障害者以外の働きづらさを抱える方への取組事例

・ 全国的な農福連携の広がり

・ 農業に参入した契機や今後の可能性、自治体と連携した取組

などについてご発表あり

※関係省庁として農林⽔産省も同席



２．農福連携の更なる取組と広がりの⽀援
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地域づくりの取組への拡がり

⽣活困窮者などの就労訓練や
認知症のある⾼齢者の⽀援への拡がり林業や⽔産業などへの拡がり

● 農福連携を全国的に展開していくことが重要。
● 農福連携が浸透するにつれ、取組は多彩に。｢障害者の活躍の場の拡⼤｣や｢農作業がもた

らす⾼い効果の波及｣の観点から、農 福 それぞれの広がりを⽀援していくことが必要。
● 農福連携をキーワードに、地域共⽣社会の実現を⽬指す。

● 農業に加え、林業や⽔産業での取組を
始める障害者就労施設も

▶地域に根付いた産業が障害者の活躍の場に

● ⾃治体と連携協定を締結し、農福連携
に取り組む企業も

▶農福連携が地域共⽣社会のキーワードに

● ⽣活困窮者や⾼齢者の⽀援においても
農作業を取り⼊れる事業所も

▶農福連携による効果が他分野にも波及

農 福連携の広がり 農 福 連携の広がり

農福連携の全国的な機運の醸成
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